
静岡県人事委員会は、職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。

令和３年12月24日

静岡県人事委員会委員長 小 川 良 昭

静岡県人事委員会規則13－104

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則の一部を改正する規則

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則（静岡県人事委員会規則13－32）の一部を次のように改正す

る。

改正前 改正後

（時間外勤務を命ずることができる限度時間

等）

第７条 （略）

１～３ （略）

４ 任命権者は、やむを得ず前項に規定する時

間又は月数を超えて職員に時間外勤務を命

じた場合（第６項に該当する場合を除く。）に

は、当該時間又は月数の算定に係る１年の末

日の翌日から起算して４か月以内に、当該職

員の時間外勤務の状況、超えることとなった

要因及び縮減に向けた改善措置を別記様式に

より人事委員会に報告しなければならない。

５ （略）

６ 任命権者は、大規模災害その他避けること

のできない事由によって、臨時の必要がある

場合には、人事委員会の承認を得て、その必

要の限度において第２項及び第３項に規定す

る時間又は月数を超えて職員に時間外勤務を

命ずることができる。ただし、事態急迫のた

めに人事委員会の承認を得る暇がない場合に

おいては、事後に遅滞なく届け出なければな

らない。

７ 人事委員会は、前項ただし書の規定による

届出があった場合において、必要と認めると

（時間外勤務を命ずることができる限度時間

等）

第７条 （略）

１～３ （略）

４ 任命権者は、やむを得ず前２項に規定する

時間又は月数を超えて職員に時間外勤務を命

じた場合（第６項に該当する場合を除く。）に

は、当該時間又は月数の算定に係る１年の末

日の翌日から起算して４か月以内に、当該職

員の時間外勤務の状況、超えることとなった

要因及び縮減に向けた改善措置を別記様式に

より人事委員会に報告しなければならない。

５ （略）

６ 任命権者は、大規模災害その他避けること

のできない事由によって、臨時の必要がある

場合には、その必要の限度において第２項及

び第３項に規定する時間又は月数を超えて職

員に時間外勤務を命ずることができる。この

場合において、任命権者は人事委員会が定め

るところにより、その事由等について、遅滞

なく人事委員会に届け出なければならない。

７ 任命権者は、前項に規定する時間外勤務を

命じた職員の状況について、人事委員会に報

告するものとする。

８ 人事委員会は、前項の報告を受け、任命権

者における第６項に係る運用が適当でないと



備考 改正箇所は、下線が引かれた部分である。

別記様式を次のように改める。

きは、任命権者に対して、当該時間外勤務の

要因の整理、分析及び検証を命ずることがで

きる。

８ （略）

（特別休暇）

第12条 条例第14条に規定する特別休暇の期間

は、次のとおりとする。

(1)～(7) （略）

(8)～(22) （略）

２～５ （略）

６ 第１項第６号イ、第11号、第12号、第16

号、第18号、第19号及び第22号の休暇（以下

この条において「特定休暇」という。)の単位

は、１日又は１時間とする。ただし、特定休

暇の残日数のすべてを使用しようとする場合

において、当該残日数に１時間未満の端数が

あるときは、当該残日数のすべてを使用する

ことができる。

７ １日を単位とする特定休暇は、１回の勤務

に割り振られた勤務時間のすべてを勤務しな

いときに使用するものとする。

８ （略）

判断した場合には、当該任命権者に対して、

必要な指導又は助言を行うことができる。

９ （略）

（特別休暇）

第12条 条例第14条に規定する特別休暇の期間

は、次のとおりとする。

(1)～(7) （略）

(7)の２ 職員が不妊治療に係る通院等のため

勤務しないことが相当であると認められる

場合 一の年において５日（当該通院等が

体外受精その他の人事委員会が定める不妊

治療に係るものである場合にあっては、10

日）以内で必要と認める期間

(8)～(22) （略）

２～５ （略）

６ 第１項第６号イ、第７号の２、第11号、第

12号、第16号、第18号、第19号及び第22号の

休暇（以下この条において「特定休暇」とい

う。)の単位は、１日又は１時間とする。ただ

し、特定休暇の残日数の全てを使用しようと

する場合において、当該残日数に１時間未満

の端数があるときは、当該残日数の全てを使

用することができる。

７ １日を単位とする特定休暇は、１回の勤務

に割り振られた勤務時間の全てを勤務しない

ときに使用するものとする。

８ （略）



別記様式(第７条関係)

年 月 日

静岡県人事委員会委員長 様

(任 命 権 者)

職員の勤務時間、休日、休暇等に関する規則（静岡県人事委員会規則13―32）第７条第４項の規定に

基づき、同条第２項及び第３項に規定する時間又は月数を超えて時間外勤務を命じた職員について、下記

のとおり報告します。

記

１ 規則第７条第３項の規定（上限時間の特例）を超えて時間外勤務を命じた職員の状況

２ 規則第７条第２項の規定（上限時間の原則）を超えて時間外勤務を命じた職員の状況（１に該当する

職員を除く。）

※１及び２の所属ごとの状況については、別紙のとおり

３ 時間外勤務命令の対象職員 人

４ 時間外勤務の上限時間を超えることとなった要因及び縮減に向けた改善措置

区 分 職員数(人)

１か月につき100時間以上

１年につき720時間超

１か月につき45時間を超える月数が１年について６か月超

２か月から６か月の期間における平均時間が80時間超

合計（延べ人数）

合計（実人員数）

区 分 職員数(人)

１か月につき45時間超

１年につき360時間超

合計（延べ人数）

合計（実人員数）

上限時間を超過した要因 該当する所属 改善措置の状況 措置の時期



（別紙）

所 属 名（ ）

報告対象期間（ 年 月～ 年 月） 時間外勤務命令の対象職員数（ 人）

１ 上限時間の特例を超えて時間外勤務を命じた職員の状況 該当職員数（ 人） （単位：時間）

２ 上限時間の原則を超えて時間外勤務を命じた職員の状況（１に掲げる職員を除く。） 該当職員数（ 人） （単位：時間）

記載上の注意

１ １の「特例を超過した項目」欄には、規則第７条第３項に規定する項目「①月 100 時間以上」、「②年 720 時間超」、「③月 45 時間超が６月超」、「④２～６月平均 80 時間超」のうち
該当する項目の数字を記載すること。

２ １及び２における「時間外勤務時間数」には、職員の給与に関する条例（以下「給与条例」という。）第 14 条第３項等に規定する週休日の振替えにより１週間の正規の勤務時間を超えて
勤務を命ぜられた場合における割振り変更前の正規の勤務時間を超えて勤務した時間数及び給与条例第 15条等に規定する休日勤務手当が支給される時間数を含まない。

３ １及び２における「前年度所属」欄には、前年度の所属が当年度と異なる場合は前年度の所属を記載すること。また、「特例該当状況」欄には、特例となる場合の該当状況を記載するこ
と。

４ この報告の対象となる職員には、会計年度任用職員を含まない。

班名等 職名 氏名
前年度

所属

時間外勤務時間数（前年度） 時間外勤務時間数（当年度） 特例を超過

した項目

特例該当

状況
11 月 12 月 1 月 2月 3 月 4月 5 月 6月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3月 当年度計

班名等 職名 氏名
前年度

所属

時間外勤務時間数（前年度） 時間外勤務時間数（当年度） 特例該当

状況
11 月 12 月 1 月 2 月 3月 4月 5 月 6月 7月 8月 9月 10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3月 当年度計



附 則

この規則は、令和４年１月１日から施行する。


